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研究要旨 本研究では，意思決定支援に焦点を当て，医療従事者向けのオン

ライン研修の教育効果の検討を行った。行動科学的視点からの知見を取り入

れた研修を行った結果，研修の前後で，受講者の知識や効力感に有意な向上

が見られた。とくに効力感については向上が確認された。一方で，診察行動

には研修の効果は見られなかった。医療従事者個別への認知面には意思決定

支援の研修プログラムは有用であるものの，チームとしての取り組みや，現

実の診察場面への汎用については今後の課題であると言える。 

 

 

A．研究目的 
 患者が自分の治療方針や治療方法について

の意思決定をすることの重要性が注目されて

いる。また，その意思決定を支援することに

ついても厚生労働省がガイドラインを定める

など（厚生労働省，2018），近年の喫緊の課題

として位置づけられていると言える。平井他

（2021）は医療現場における意思決定支援の

実態を検討するべくインタビュー調査を行い，

熟達した医師が，アセスメントと方略を組み

合わせながら，個に合わせた支援を行ってい

ることを指摘した。これまで，医療従事者か

ら患者への支援は，個々の現場が保有する現

場知であった。しかし，ACPの導入が求められ

る現在，意思決定支援の考え方やスキルは医

療従事者のほとんどに必要となるものである。 

 そこで，本研究では医療従事者を対象に，

意思決定支援に関する制度や考え方，認知・

身体・アセスメント方法の理解と獲得を目的

とした研修プログラムを実施し，その効果を

検討することを目的とする。このとき，支援

の方法には行動科学の知見を取り入れ，患者

の意思決定を支援できるよう実際的な内容と

する。なお，本研修は過年度に最新の研究デ

ータなどを追加した改良版プログラムであり，

オンラインでのリアルタイムビデオ配信機能

を使用した。 

 

 

 

B．研究方法 
研究協力者 医療従事者対象の研修を受講し

た中で，質問紙回答者 121 名（看護師 98 名，

医師 9名，医療ソーシャルワーカー4名，その

他 16 名），そのうち事後アンケートにも回答

があり，照合がとれた 76名（平均年齢 43.51

歳, SD=9.35，平均職務年数 17.67年）を分析

対象とした。 

研修内容 スライドを使用した講義と演習

（個人・グループ）から構成し，約 4 時間の

研修プログラム（全編オンライン）として実

施した。第一部として，意思決定支援に関す

る制度や倫理，枠組みに関する事項を，第二

部として，患者と接する際の具体的な理論や

スキルに関する内容とした。 

効果評定 研修の開始前後に WEB アンケート

を実施し,研修前後を比較検討し研修効果を

検証した。なお，イニシャルや誕生日など，本

人しか知り得ない情報を組み込んだ ID 番号

を各人に生成するよう依頼し，事前事後デー

タの参照に使用した。 

アンケート項目 アンケートはフェイスシー

トと(1)知識，(2)効力感，(3)診療行動の有無，

(4)自由記述，(5)意思決定支援構成要素の 5

つのパートから構成された。このうち，2 時点

で測定する(1)と(2)(3)について報告する。

(1)については，誤った知識 8 項目を示し，4

件法で回答を求めた。(2)は 10 項目，4件法。 

遅延調査 研修の 1 ヶ月後にフォローアップ

として再度同じ項目を用いた WEB アンケート



  

を行なった。 

 

（倫理面への配慮） 

大阪大学大学院人間科学研究科教育学系研

究倫理審査委員会の承認を受けた（受付番

号：20054）。 

 

 

C．研究結果 
1)知識と効力の変化 

意思決定支援についての知識を問う 8 項目

は，一般的に誤解されることが多い項目を用

いた。したがって，得点が低下することで正

しい知識獲得が促進されたと考える。8 項目

合計の得点は有意に低減した（t(69)=2.47, 
p=.002)。項目別に見ると，有意な差が検出さ

れたのは「できるだけ，コミュニケーション

スタイル（話し方，説明方法など）を変えず

に，誰に対しても平等に接することが重要だ」

（t(69)=3.18, p=.002），「医療者側が「実施

した方がいい治療法」を提示することは誘導

になるからやめたほうがいい」（t(69)=3.84, 
p=.000）の 2項目であった。 

次に，効力感についての変化は，10 項目で

測定した。こちらは得点が高いほど，意思決

定支援に関する効力感を覚えていることを示

す。1項目を除いて 9 項目に事前・事後での有

意な差が検出され，そのうち 8 項目は得点の

向上が確認された） t(75)=-3.12〜 -2.16, 

p=.00）。残る 1 項目「通院（外来）で患者に

生活における考え方を聞き出すことはなかな

か難しい（逆転）」であり，この行動について

の効力感は低下が見られた（逆転処理後

t(75)=2.27, p=.02）。 

 

2)診療行動の変化 

 実際の診察行動を 10 項目挙げ，それらの実

施有無についての変化を確認したところ，研

修前後で有意な差が見られなかった。 

 

3)遅延調査 

 1 ヶ月後にフォローアップ調査を行ったと

ころ，47名から回答が得られた。事前・事後

と ID の照合がとれたものは 17 名であり，分

析には耐えないが，参考に結果をまとめる。 

 知識・効力感の 2変数について，時期を独立

変数とした分散分析を行ったところ，事前・

事後で差が見られた 2 項目で，有意な差が見

ら れ た （ 順 に ， F(15,2)=2.88, p=.02; 
F(15,2)=3.54, p=.02）。多重比較の結果，研

修の前後における差（ともに p<.05）であった。

効力感については，1 項目のみ時期の主効果

が有意であり（F(15,2)=4,51, p=.02），多重

比較を行ったところ，「通院（外来）で患者に

生活における考え方を聞き出すことができる」

で事前・事後に差が見られた(p<.05)。 

 知識，効力感のいずれの項目も，平均点は研

修後に比べると低下の傾向が見られた。 

 

 

D．考察 
 研修の前後で収集したデータの変化から，

研修プログラムの一定の効果は確認された。

過年度までに実施した対面式のプログラムに

比べ，知識項目については変化する項目が少

なく，効力感項目での変化は多数見られた。

オンラインでの研修となり，システムや形態

に慣れたころに展開したスキルやグループワ

ークなどが，効力感向上に影響を及ぼしてい

ることが考えられる。 

 知識面については，治療方針の説明時など

に行うコミュニケーション方法についての項

目で変化が見られ，患者への個別の接し方や

ナッジを用いた意思決定支援についての理解

が促進されたと言える。 

 効力感は研修によって一定程度の向上が見

られ，スキルの指導に加え，トレーニングな

どを含めたワークを行うことで，より効果が

見込める可能性がある。しかしながら，人数

は少ないものの遅延アンケートでは数値の低

減が見られ，定期的な介入の必要性も考えら

れる。 

 実際の診察行動については，本研修の前後

での変化は確認されなかった。医療従事者に

よる意思決定支援はチームで行われることが

多く，研修受講者のみの意識だけにとどまら

ず，チームや組織としての取り組みにより，

行動変容が期待できると考えられる。 

 

 

E．結論 
 オンラインのリアルタイム配信による意思

決定支援に関する研修を実施したところ，知

識や効力感の向上といった，医療従事者に対

する教育効果が確認された。定期的に研修を

実施し，また組織的な教育介入を実施するこ

とで，今後の意思決定支援への貢献が見込ま

れる。 
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